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２０１２年県労連支部代交渉

財政が困難であることを理由にした人件費削減には応じられない！

これまでの労使交渉の経過・合意事項を無視した回答、県労連は到底容認できない！

県労連は10月30日、労務統括官に対して、支部代交渉を行いました。

冒頭、芹沢県労連議長は、「これまでの交渉の中で出された、緊急財政対策という根拠のみをもって人件費削減をしようとする回答では、到底納得できない。本日は、現場で働く職員の思いを受け止めていただきたい。」と述べました。

その後、県労連５単組の各職場代表者が、当局提案に対する意見や職場における切実な現状を発言しましたが、当局の回答は、前回の交渉時（10月24日）に出された内容とまったく同じものでした。

最後に芹沢県労連議長は、「これまで労使で行ってきた協議や合意事項が尊重されていない、破棄されたと言わざるを得ない。」と当局に再考を強く求め、この日の交渉を締めくくりました。
～当局回答の主な問題点～
〇「緊急財政対策」という根拠のみをもって賃金カットの提案がされている。

〇「財政危機」の原因は、国と地方の税財政構造にあるのだから、それを変えない限り地方財政は好転しない。県が国に働きかけをする努力もせず、職員に負担を強いることは問題だ。
〇自宅に係る住居手当は、県の「持ち家推進」という方針に基づいたものである。だから、職員公舎を廃止したのである。住宅政策を変えると言うなら、セットで提案すべき。

〇自宅に係る住居手当は、一昨年の交渉でも、今後のあり方を労使で協議する事項としてきたものである。そのことを抜きに、廃止だけを回答することは、労使の信頼関係を壊すことになる。

〇2006年の給与構造改革にかかる経過措置額（現給保障）は、民間給与と比較する上での較差に含まれているほか、そもそも給与構造改革を受け止める条件として合意した事項である。
〇現給保障、自宅に係る住居手当ともに、較差内賃金であるにもかかわらず、廃止後にどのような手法で較差を埋めるのかが提案されていない。

〇50歳台後半層の職員は、昇給・昇格制度の見直しによってさらに賃金が抑制されてしまう。賃金カットや現給保障の廃止と合わせるとマイナス総体はいくらになるのか。職員の生活実態をまったく考えていない。
〇総労働時間の短縮にあたっては、業務の見直しを進め、着実に行っていくと言うが、具体的な手法を考えているのかが明らかにされていない。

〇これまでの度重なる人員削減によって、職員は過重労働を強いられており、職場は疲弊している。これ以上の人員削減は認められない。

〇退職手当の課題については、退職手当法の改正後、国に遅れることなく見直しをしたいと言うが、退職後の職員の生活設計に大きな影響を及ぼすものである。当然に、労使交渉と合意を前提とすべきである。
〇旅費制度の見直しについては、実費主義をとりたいのか、定点主義をとりたいのか、当局の基本方針が不明である。

〇今や県の業務は、臨任・非常勤を抜きにしては成り立たない。臨任・非常勤職員の労働条件の改善については、予算の制約や職員との均衡を踏まえると、改善は困難としているが、「職員との均衡」を踏まえれば、改善すべきである。

〇福利厚生についても、緊急財政対策のメニューにあがっているが、職員の働きやすさや健康を保持するために、これまで労使で積み上げてきたものもある。短に「補助金だからカット」という発想は理解できない。

自治労は、2012自治体確定闘争推進のため、10月26日、総務省公務員部長交渉を実施した。

交渉の冒頭、氏家書記長は、退職手当制度の見直しは、職員の退職後の生活に大きな影響を与えることから、見直しにあたっては、地方自治体における十分な労使交渉・協議、合意に基づくことが必要であると要請した。続いて、10月29日から臨時国会が開会されることから、地方公務員の自律的労使関係の法案についても、早急に国会提出すること、また、2012人事院勧告における55歳超職員の昇給抑制と昇格時昇給の抑制を実施しないよう求めた。

その上で、確定闘争の課題５点について、以下の通り要請し、総務省の見解を求めた。

１．給与決定に対する国の関与

自治体における賃金確定については、自治体自らの判断を尊重し、国からの干渉や一方的な指導等を行わないこと。また、地方公務員法第24条第3項の趣旨を踏まえた労使の自主交渉を尊重し、とりわけ技能労務職員と企業職員の給与については、労使交渉・労働

協約によって決定する権利を尊重し、不当な指導を行わないこと。

２．地方公務員の退職手当制度の見直しに係わる措置

地方公務員の退職手当制度の見直しについては、十分な経過措置と周知期間を担保することを基本に、自治体における労使交渉・協議、合意を尊重し、国と同様の見直しを強制しないこと。

また、「年金払い退職給付」のあり方については、制度設計にあたり、自治労など関係労働組合と十分協議すること。

３．雇用と年金の接続

年金支給開始年齢の繰延べに係わり、雇用と年金の接続が重要であることについて総務省の見解を明らかにし、段階的定年延長を実施すること。

４．臨時・非常勤等職員の処遇改善

各自治体に働く臨時・非常勤職員について、行政サービスにとって欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、その劣悪な処遇と不安定な雇用を改善するため、①非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法の改正、②均等待遇を求めるパート労働法の趣旨の地方公務員への適用、③自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設、をはかること。

５．地方財源の総額確保

地方財政の状況が厳しい中、行政サービスの安定的な提供という地方自治体の使命を果たすためには、地方財源の総額の確保が不可欠である。そのため、地方交付税制度の財源保障機能と財政調整機能を維持し、自治体の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の地方財源の総額を確保すること。

＊＊＊三輪公務員部長回答（要旨）＊＊＊

１．給与決定に対する国の関与

　各地方公共団体においては、引き続き国民・住民の理解と納得が得られるよう、情報公開を徹底するなど、自主的な取組を進めながら、適切に給与を決定することが肝要。総務省としては、地方公務員法の趣旨を踏まえ、真に必要と考えられるものについて、引き続き必要な助言を行う。

　技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業者に比べ高額となっているのではないかとの国民等の厳しい批判があった。各地方公共団体においては、給与に関する情報の開示を進めながら、住民の理解と納得が得られる適正な給与とすることが重要。

２．地方公務員の退職手当制度の見直しに係わる措置

地方公務員の退職手当を含む手当の種類・内容など給与制度については、公務としての近似性・類似性を重視して、人事院等の専門的な体制によって制度設計されている国家公務員の給与制度を基本とすることが望ましい。

退職手当の見直しについては退職後の職員の生活設計に大きな影響を及ぼすことから、各地方公共団体において、職員への十分な周知を図りつつ、職員の理解と納得を得ながら円滑に制度改正が行われることが重要。総務省としては、国家公務員の退職手当制度改正が行われれば、速やかにその内容を各地方公共団体に情報提供し、助言するなど、それぞれの団体において適切かつ円滑に制度改正が行われるよう努める。

　「年金払い退職給付」については、昨日（10月25日）の民主党・公務員ＰＴにおいても、公務労協から十分協議するよう求められており、これに対して稲見政務官から「誠意をもって対応する」旨を回答。

３．雇用と年金の接続

　定年退職する職員が希望する場合、その職員の任命権者に職員の再任用を義務づけることを内容とする制度概要（案）をもとに、現在、地方公務員法改正案の策定作業を進めており、早期に国会に提出したい。

４．臨時・非常勤等職員の処遇改善

任期付短時間勤務職員は、①常勤職員と同様の本格的な業務に従事することができ、②給料と手当の支給が可能であり、積極的な活用を促進していきたい。

　臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行う。

　任期の定めのない短時間勤務職員制度については、長期的な人事管理に困難が予想されること等、検討すべき様々な課題があると考えている。

　臨時・非常勤職員の任用と処遇については、総務省としても、改めて実態の把握を行っているところであり、幅広く検討していく。

５．地方財源の総額確保

地方税等と併せ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額の適切な確保を図りたい。平成25年度地方交付税の概算要求においては、一般財源総額について、平成24年度地方財政計画における59.6兆円を上回る60兆円程度を確保することとしている。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

氏家書記長は、最後に、それぞれの自治体において地域の実情を踏まえながら、自主的に適正な定員管理を推進すればよいことをあらためて各自治体に周知すること。また、国や県人事委員会と異なる年間調整の実施や地域手当・住居手当等の支給に関わって特別交付税の減額算定を行うことは、交付税の中立性を損なうものであることから、厳に行わないことの２点を要請し、交渉を終了した。



◇県労連総決起集会

○日時：11月8日（木）18時30分～

○会場：関内ホール

◇自治労県職労拡大評議委員会

○日時：11月14日（水）19時～

○会場：県庁本庁舎1階　108会議室
　　　　　　　　　　　　　　（スルガ銀行隣り）
県労連要求実現署名にご協力を！

提出していない場合は、早急にお出しください










































自治体確定闘争推進のため


自治労が公務員部長交渉を実施－10月26日－

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































